























































































































































































































































































































































































































































































































厳しい 適　　当 緩　　い 無回答 計
企業規模
（登録資本金）
大　企　業 8（8．4） 27（25．2） 66（6L7） 5（4．7） 107（100）
中　企　業 0（　0） 15（24．6） 45（73．8） 1（1．6） 61（100）
小　企　業 2（5．1） 55（35．6） 37（64．5） 21（4．8） 435（100）
　　出典：アジア経済研究所『開発と環境シリーズ④』（1994．3），90ページ
多くの多国籍企業は緩やかな現地の環境規制に受動的に対応することをもって「良し」としている31。
アジアにおける工場のISO14001認証取得にしても，　ISO14001認証なくしては世界市場，とりわけ欧州
市場への輸出が困難であるという外部的制約に対応したものである。
　しかしながら今日，多国籍企業がさまざまな規制に対する受動的対応のみならず積極的に地球環境問
題に対処しようとしている側面も見落としてはならない。汚染者負担の原則（PPP；Polluter　Pay’s
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principle）に則り，環境コストを内部化して製品価格に転嫁，市場メカニズムに乗せていくというのが
市場ルールになりつつあり，多国籍企業もパラダイムの転換を図らざるをえなくなっている。実はこの
パラダイムの転換にどれほどの危機意識を持ち，どれほど熱心に地球環境保全対策を講じるかは，それ
ぞれの企業の自主裁量に委ねられている（能動的対応の柔軟性）。そして，積極的に対応しようとする
企業は職務責任を含めて正に「全活動を通じて」地球環境保全に向かうのである。それは，地球環境保
全技術と地球環境保全企業という評価こそが21世紀最大の競争優位であることを十分承知しているから
なのだ。
　地球環境保全に積極的に取り組む企業は，同時に，内部化された環境コストを簡単に製品価格に転嫁
できないことも知っている。世界市場における激越な競争が，市場のパラダイム転換以上の力で製品価
格の上昇を抑えているからである。そこで，企業は環境コストを内部的に削減する方策を見いださなけ
ればならないし，見いだすことができる32。原材料や設計変更による質変換（Refine），原材料投入量の
削減（Reduction），中間財・廃棄物の再使用（Reuse），別用途での再利用（Recycle）・，熱電併給のような
エネルギー有効利用（Retrieve　Energy）などによって，地球環境保全を図りながらコストを削減するこ
とができるのである。この技術・手法を多国籍企業は途上国に導入することによって，途上国の開発・
成長と環境保全を同時に満たす「持続的開発」の先達になることができる。その道は決して平坦ではな
いが，この道を歩むより他に道はないのである。
??????
?????
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この節に関しては大石芳裕（1999a）参照。
地球・人間環境フォーラム（1995），50ページ
『日本経済新聞』1997年10月9日付け夕刊
地球・人間環境フォーラム（1995），53ページ
『日本経済新聞』1997年5月5日付け朝刊
通産省通商政策局経済協力部編（1997），62ページ。中国の大気汚染についてはSmi1（1983），邦訳116－129ペ
ージおよびSmi1（1993＞，邦訳163－169ページも参照。
中国研究所編（1995），184ページ
地球・人間環境フォーラム（1995），59ページ
通産省通商政策局経済協力部編（1997），8ページ
林良嗣／中澤菜穂子（1996．1），48ページ
藤崎成昭編（1993），112ページ
途上国におけるフロン規制や二酸化炭素を主とする温暖化ガス規制等は先進国ルールがそのまま適用されてい
るわけではないが，伝統的公害問題と地球環境問題とに対処すべしという内外からの圧力は日増しに強くなっ
ている。
環境庁『環境白書』平成9年版，62ページ
市川定夫（1987．7），小島延夫（1989．10），松岡信夫（1988．4），日本弁護士連合会（1991），宇井純（1994．10），
渡辺澄雄（1989．4）などを参照。
原田正純・堀田宣之・韓茂道（1987．4），金丁筋（1991．6）などを参照。
綿貫礼子（1985．7）参照。
石黒一憲（1991）参照。
バルディーズ研究会（1994）参照。
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途上国における経済成長を環境問題と結びつける考え方はOECDやアジア経済研究所も同様である。
0’Connor（1994）およびアジア経済研究所『開発と環境シリーズ①～⑩』アジア経済研究所などを参照。
Lazer（1969，1973）を参照。なお，この点に関しては大石芳裕（1999b）も参照されたい。
田村正紀（1996＞，62－66ページ。
Maslow（1971）
伝統的公害問題と「企業の社会的貴任」の関係については，鈴木幸毅（1992）を参照。
地球環境問題時代における「企業の社会的責任」については，鈴木幸毅（1992）のほか，森孝之（1990），野村
総合研究所（1991），Peattie，　Ken（1992，1995），Caimcross，　F．／山口光恒（1993），佐々木弘編著（1997）など
を参照。
李正文（1998），47－49ページおよび59－66ページ
この項は，A社『環境報告書』1998年12月その他の同社資料，およびヒヤリングに基づく。
ハイブリッドカーとはエンジンとバッテリー双方を搭載する車を指す。これにはエンジンを発電機としてのみ
使用しバッテリーで駆動するタイプとエンジンとバッテリーの双方を駆動装置として利用するタイプがあるが，
A社のハイブリッドカーは後者をさらに発展させたものである。
この項については地球・人間環境フォーラム（1997）を参照。
この項はB社『1998年度環境報告書』ならびに公刊資料・インターネット等を参照した。
この項については地球・人間環境フォーラム（1998）を参照
この点については地球・人間環境フォーラム（1996）および大石芳裕（1997）を参照されたい。
この事例については大石芳裕（1998）を参照されたい。
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